
令和４年６月２７日公示 

我孫子市告示第１６５号 

我孫子市学校給食費負担軽減等補助金交付要綱  

 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中におい

て、物価高騰等の影響を受け、学校給食の食材料費が上昇しているところ、

保護者に新たな負担を求めることなく、地域の農産物等の利用を図りながら

栄養バランス及び量を保った学校給食の実施を継続するため、予算の範囲内

において交付する我孫子市学校給食費負担軽減等補助金（以下「補助金」と

いう。）について、我孫子市補助金等交付規則（平成元年規則第２３号）に定

めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。  

（１） 小学校 我孫子市立小学校設置条例（昭和３９年条例第９号）第２条

に規定する小学校をいう。  

（２） 中学校 我孫子市立中学校設置条例（昭和３９年条例第１０号）第２

条に規定する中学校をいう。  

（３） 学校給食 学校給食法(昭和２９年法律第１６０号)第３条第１項に規

定する学校給食をいう。 

（４） 学校給食費 学校給食法第１１条第２項に規定する学校給食費をいう。 

（補助対象者） 

第３条  この要綱に基づき補助金の交付を受けることができる者は、学校給食

費により給食食材等を購入する小学校又は中学校の学校長（以下「学校長」

という。）とする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び

補助金の額は、別表に定めるとおりとする。  

（交付の申請） 

第５条  補助金の交付を受けようとする学校長は、我孫子市学校給食費負担軽

減等補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に申



請しなければならない。  

（１） 令和４年６月分から令和５年３月分まで（以下「補助対象期間」とい

う。）における給食実施予定回数計画書 

（２） 補助金申請額の積算内訳書 

（交付の決定） 

第６条  市長は、前条の規定により申請があった場合は、速やかにその内容を

審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、その交付を決定し、我孫

子市学校給食費負担軽減等補助金交付決定通知書（様式第２号）により、当

該申請をした学校長に通知するものとする。  

（実績報告） 

第７条  前条の規定により補助金の交付の決定を受けた学校長（以下「交付決

定者」という。）は、令和４年度における学校給食の実施の最終日以後、速や

かに、我孫子市学校給食費負担軽減等補助金実績報告書（様式第３号）に次

に掲げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。  

（１） 学校給食費収入支出報告書  

（２） 支出を証明する書類の写し  

（３） 補助対象期間において実施した給食回数を確認できる書類の写し  

（補助金の額の確定） 

第８条  市長は、前条の規定による報告があった場合は、その内容を審査し、

適当と認めたときは、補助金の額を確定し、我孫子市学校給食費負担軽減等

補助金交付確定通知書（様式第４号）により、交付決定者に通知するものと

する。 

（請求） 

第９条  交付決定者は、補助金の交付を受けようとするときは、我孫子市学校

給食費負担軽減等補助金交付請求書（様式第５号）により、市長に請求しな

ければならない。 

（関係書類の保存等） 

第１０条 交付決定者は、補助事業等に係る経費の収支を明らかにした帳簿及

び関係書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録の作成又は保存がされて

いる場合は、当該電磁的記録）（次項において「帳簿等」という。）を備え、



令和１０年３月３１日まで保存しなければならない。  

２ 市長は、必要があると認めるときは、帳簿等を調査することができる。  

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

    

附 則 

（施行期日等） 

１  この告示は、公示の日から施行し、令和４年６月１日以後に実施される学

校給食について適用する。  

（失効） 

２  この告示は、令和５年５月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日ま

でに第６条の規定により交付の決定を受けた者に係る第１０条に規定する関

係書類の保存等については、同日後もなおその効力を有する。  

別表（第４条関係） 

区分 補助対象経費 補助金の額 

小学校 補助対象期間

における学校

給食に係る食

材料費 

補助対象期間における学校給食の実施回数（１５０

回を上限とする。）×２０円×基準日における在籍

児童数 

中学校 補助対象期間における学校給食の実施回数（１５０

回を上限とする。）×２５円×基準日における在籍

生徒数 

 


